
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人エフ・ストーリースポーツクラブ

1 事業の成果
当法人としては小規模の活動に留まつたが、各活動後のヒアリングでは「進路先での活躍」「部員数増

加」「休み時間にボールを使って遊ぶ児童が増えた」等の成果と継続希望の評価を得る。他団体と連携し

た活動では中核的な業務も担当しノウハウの蓄積とネットワークの構築に繋がった。また、各活動をメ

ディアに告知し取上げていただくことで活動の普及、子どもたちの意識向上や地域振興に貢献できた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0 】千円)

(2)そ の他の事業

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

スポーツスクー
ルの企画、開催及
び運営に関す る
事業

中学 3
者を対
技術部
助言及
行う。

年生の部活動引退
象とする野球教室.
門のアログラム企画、
び生徒への指導を

9月 -2月

毎週 ll曜
福島県い
わき市

1″
1´ロ
野球教室
受講者

50名

スポーンの振興、
地域活動に関連
する各種人材に

対する育成、指導
及び支援に関す
る事業

ふ じみ野市スポーツ地域
活動支援事業における軟
式野球部仝般の運用計画、
指導計画及び指導を行う。

毎月 1回
開 |:場

埼玉県ふ
じみ野市
立大井中

1名
ふ じみ 野
中学 軟 式
野球部員

20名

スポーツの振興、
地域活動に関連
す る各種人材に

対する育成、指導
及び支援に関す
る事業

埼玉県児童の体力重点課
題「投力」の向上と啓発を
目的とした特別授業の講
師を担当。

3月 4日
埼玉県本
庄市立本
庄南小

1名
本庄南小
学 4年生
児童

70名

スポーツの振興、
地域活動に関連
する各種人材に

対する育成、指導
及び支援に関す
る事業

埼玉県児童の体力重点課
題「投力」の向 Lと 啓発を
目的とした特別授業の講
師を担当。

3月 4日
埼玉県神
川町立賀
美小

l名
賀美小学
6年生児
1目1

30名

。その他の 'F業なし

(事業費の総費用 【  0 1千 円)

| |



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和5年度 活動計算書 (その他事業が全登場合)
特定非営利活動法人 栞ニッ

ス一一
プ

ト
■
フ

ス

ク

円

正会員受取
賛助会員受 贅

ユ賃
△
〓

会

取

100.000受取寄附全
施設等受入評価益

受取補助全
取

4
事業収益
事業収益

受取利息

の

100.000

1

2 の

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
その他経費

29,810

1

2 の

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
その他経費 (銀行EB、 ゴム印等 )

29.810
70 190当 期 経 常 増 減 額 A B

過年度損益修正益

C

D

lE

災書損失

D ・ 2・

党 引 前 当 期 正 味
人 び

月 鰻 馘 正 味 財 , 百 )― ( 70. 190

|

|

|
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F :常 償

ヨ

1 外 収

t督 【C

一“

財 産 増 減 .研 σ
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~~II丁
三三 二三 二 二 _L_____70墾 0



書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和5年度 貸借対照表
特定非営利活動法人

ス
一一

ブ

ト
ニ
フ

ス
″
´

・
ツ

フ
　
一

エ
ポ

計ヽ・合計

2
1

2

の

□

70 190

70,190

3 の

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 70.190

の

2

+

1

B―

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

70.190正 味 財 産 の 部
正

正

0

70 190

B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 70.100

ロ

|

|

「

~賓~可



1

式第 16号 (法 28条関係 )

重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚 卸資′)その評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(■ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5'消 費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

によっています。

円 )

合計
事 業
事業部門計 管理部門

事 業 事業 事業
科 ||

100000

100,000

29,810
29,810

70, 190

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単 エ 円 )

エフ・ス トーリース

特定非営利活動法人  ポーツクラブ

「

~~~
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内容 期首残高 当期増加額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
(:l(

立 :円 )

円 )

７
・

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(11t 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

8

減少 期末帳簿価額科 日 期首取得価額 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 期末残高科 日

合計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

計算書類に

計上された

金額
(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

Lll狙直坐額

1期末取得価額l減価償却累計額

1期 首残高

「

~~~ E亜亘三



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エフ・ス トーリースボーツクラブ

円

金  額 ′]ヽ    二十 合   計

現金

rf粽実銀行普通預金

未収金
00事業未収金
▲▲事業未収金

販売用寄附物品

2
1 )

車両運搬具
事業用車両

什器備品
′ヽソコン

2
ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

倍亜
萩 市事業所

3
敷金
OO市事業所

00銀行

70.190【A】 資 産 合 計 0+②
負  債  の

預り金

未払

1:雰絶曇保険料

1負債合計 ・ (

長期借入金
OO銀行借入金

退職給付引当金
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+0

70 190【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

|

|

日      |

】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記重した名簿)

特定非営利活動法人エフ・ス トーリースポーツクラブ

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

|

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

/´
⌒｀
＼

tD監事
ウミノ ヒロユキ

海野 弘幸

令和5年 4月  1日

3月 31日令和6年

年

年

月

月

日

日

2 暉
=li

理 事
ウメダ ットム

|

梅田 務

令和5年 4月  1日

3月 31日令和6年

年 月

月

口

年 11

3

/´
~ヽ

、、壁ョナ監事
t\- )1/n

|

原 ―馬

令和5年 4月  1日

3月 31日令和6年

年:   月   日

午:   月   日

4 ・監事理 事

クボタ チカラ

久保田 税

令和5年 4月  1日

3月 31日令和6年

年:   月   日

年:   月    日

,D

/~｀ ヽ

理事
(、じ′)
オザワ サト′レ

小澤 聡

令和5年 4月  t日

3月 31日令和6年

年1   月    日

年  月  日

6 理事・監 事

|

年  月  日

年  月  日

年

午

月

月

曰

日

7 理事・監 l・

年

年

月

月

日

||

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年   月  日

年1   月    日

年

年

月

月

日

日

9 理事・ 監 事

年   月    日

年1   月    日

年  月  日

年   月   日

10 理事・監事

|

年

年

月

月

11

日

年1   月   日

年   月   日

¬ 確認事項 (法第20条及び第 2¬ 条を確認の上、チェックを入れてください。)



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏    名

1 海野 弘幸

2 梅田 務

3 矢作 憲―

4 伊藤 毅

5 竹内 義幸

6 小澤 聡

7 田部井 仁実

8 星野 修

9 田中 幸夏

10 平原 美羽

11

12

一

ブ

一
ラ
一

ク

一
ツ
一

。
一
ヽ

一

■
コス
一

―
ノ
一

―

一

―

二ス
一

フ
一
ェ
一
人法動活和営Ｌト

定特
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|




